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議案第１８号 

令和５年度矢吹町一般会計予算 

令和５年度矢吹町一般会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８，１００，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、 

「第２表 債務負担行為」による。 

（地 方 債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、 

「第３表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条  地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、８００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの

経費の各項の間の流用

(2) 各項に計上した需用費（食糧費を除く。）及び役務費（保険料を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの

経費の各項の間の流用

令和５年３月１０日提出 

矢 吹 町 長 蛭 田 泰 昭
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歳   入 （単位：千円）

1 2,408,075

1 町 民 税 846,385

2 固 定 資 産 税 1,304,567

3 軽 自 動 車 税 61,616

4 町 た ば こ 税 185,290

5 入 湯 税 10,217

2 108,836

1 地 方 揮 発 油 譲 与 税 28,000

2 自 動 車 重 量 譲 与 税 76,000

3 森 林 環 境 譲 与 税 4,836

3 2,000

1 利 子 割 交 付 金 2,000

4 12,000

1 配 当 割 交 付 金 12,000

5 9,000

1 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 9,000

6 520,000

1 地 方 消 費 税 交 付 金 520,000

7 35,000

1 法 人 事 業 税 交 付 金 35,000

8 22,000

1 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 22,000

9 8,000

1 自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金 8,000

10 23,000

1 地 方 特 例 交 付 金 23,000

自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

町 税
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（単位：千円）

11 1,926,130

1 地 方 交 付 税 1,926,130

12 2,000

1 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 2,000

13 3,299

1 分 担 金 1,050

2 負 担 金 2,249

14 93,837

1 使 用 料 86,907

2 手 数 料 6,930

15 1,126,840

1 国 庫 負 担 金 689,959

2 国 庫 補 助 金 433,005

3 国 庫 委 託 金 3,876

16 609,995

1 県 負 担 金 371,295

2 県 補 助 金 221,471

3 県 委 託 金 17,229

17 43,415

1 財 産 運 用 収 入 10,794

2 財 産 売 払 収 入 32,621

18 36,004

1 寄 附 金 36,004

19 339,568

1 基 金 繰 入 金 339,568

寄 附 金

繰 入 金

財 産 収 入

県 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

款 項 金　　　　　額

地 方 交 付 税
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（単位：千円）

20 100,000

1 繰 越 金 100,000

21 94,101

1 延 滞 金 加 算 金 及 び 過 料 3,000

2 町 預 金 利 子 5

3 雑 入 91,096

22 576,900

1 町 債 576,900

8,100,000

町 債

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

諸 収 入

款 項 金　　　　　額

繰 越 金
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歳   出 （単位：千円）

1 107,399

1 議 会 費 107,399

2 1,220,705

1 総 務 管 理 費 1,005,627

2 徴 税 費 122,767

3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 42,719

4 選 挙 費 42,280

5 統 計 調 査 費 6,735

6 監 査 委 員 費 577

3 2,071,756

1 社 会 福 祉 費 1,054,345

2 児 童 福 祉 費 1,017,411

4 927,995

1 保 健 衛 生 費 687,983

2 清 掃 費 220,293

3 水 道 費 19,719

5 2,500

1 労 働 諸 費 2,500

6 569,728

1 農 業 費 533,980

2 林 業 費 11,446

3 遊 水 地 対 策 費 24,302

7 122,081

1 商 工 費 122,081

商 工 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

衛 生 費

民 生 費

総 務 費

款 項 金　　　　　額

議 会 費
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（単位：千円）

8 924,127

1 土 木 管 理 費 23,633

2 道 路 橋 り ょ う 費 445,980

3 河 川 費 34,877

4 都 市 計 画 費 370,712

5 住 宅 費 48,925

9 303,443

1 消 防 費 303,443

10 1,126,014

1 教 育 総 務 費 226,736

2 小 学 校 費 92,198

3 中 学 校 費 83,568

4 幼 稚 園 費 305,398

5 社 会 教 育 費 261,600

6 保 健 体 育 費 156,514

11 21

1 農 業 施 設 災 害 復 旧 費 11

2 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 10

12 714,231

1 公 債 費 714,231

13 10,000

1 予 備 費 10,000

8,100,000

公 債 費

予 備 費

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

災 害 復 旧 費

教 育 費

消 防 費

款 項 金　　　　　額

土 木 費
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第 ２ 表　債務負担行為

事　　　　　　　項 期　　　　間 限　　　　度　　　　額

自　令和５年度

至　令和７年度

自　令和５年度

至　令和７年度

矢 吹 町 体 育 施 設
指 定 管 理 料

６，５００千円

放 課 後 児 童 ク ラ ブ
運 営 業 務 委 託 料

２１０，８００千円
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第 ３ 表　地方債

起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　　　　 率 借　入　先 償　　　　　　還　　　　　　の　　　　　　方　　　　　　法

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

健 康セ ンタ ー改 修事 業債 47,300
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

地 域 集 会 所 改 修 事 業 債 4,200
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

公 共 施 設 等 適 正 管 理
推 進 事 業 債 （ 集 会 施 設 ）

7,600
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

公共交通施設整備事業債

脱 炭 素 化 推 進 事 業 債
（ 福 祉 施 設 ）

7,100
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

15,000
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

緊 急 防 災 減 災 事 業 債 7,400
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）
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起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　　　　 率 借　入　先 償　　　　　　還　　　　　　の　　　　　　方　　　　　　法

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

地 方 道 路 等 整 備 事 業 債 129,200
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

公共施設等適正管理推進
事 業 債 （ 道 路 ）

45,900
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

排 水 路 整 備 事 業 債 9,000
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策
事 業 債 （ た め 池 ）

29,000
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

土 地 改 良 施 設 事 業 債 69,700
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

緊 急 浚 渫 推 進 事 業 債
（ 農 業 施 設 ）

52,000
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起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　　　　 率 借　入　先 償　　　　　　還　　　　　　の　　　　　　方　　　　　　法

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

学校教育施設等整備事業債
（ 中 学 校 ）

15,700
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

4,500
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策
事 業 債 （ 河 川 ）

33,000
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

公 園 整 備 事 業 債 10,900
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

公共施設等適正管理推進
事 業 債 （ 社 会 教 育 施 設 ）

7,900
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

地 域 活 性 化 事 業 債 4,900
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

脱 炭 素 化 推 進 事 業 債
（ 公 営 住 宅 ）

- 10 -
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起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　　　　 率 借　入　先 償　　　　　　還　　　　　　の　　　　　　方　　　　　　法

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

千円 ５．０％以内 財政融資資金 　 起債日から３０年以内（内据置５年以内）の期間において政府資金につい

普通貸借又 銀 行 てはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債権者と協定するとこ

は債券発行 そ の 他 ろによる。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、もし

くは繰上償還又は低利に借り換えをすることができる。

臨 時 財 政 対 策 債 70,000
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

災 害 援 護 資 金 貸 付 金 債 2,500
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

公共施設等適正管理推進
事 業 債 （ 幼 稚 園 ）

4,100
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）
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議案第１９号 

 

   令和５年度矢吹町国民健康保険特別会計予算 

 

 令和５年度矢吹町国民健康保険特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，６６８，８１４千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１００，０００千円と 

定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 (1) 保険給付費の各項に計上した予算額に、過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の間の流用 

 

  令和５年３月１０日提出 

          矢 吹 町 長  蛭 田 泰 昭 
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歳   入 （単位：千円）

1 362,257

1 国 民 健 康 保 険 税 362,257

2 201

1 手 数 料 201

3 1

1 国 庫 補 助 金 1

4 1,171,873

1 県 補 助 金 1,171,872

2 財 政 安 定 化 基 金 支 出 金 1

5 6

1 財 産 運 用 収 入 6

6 131,364

1 他 会 計 繰 入 金 125,781

2 基 金 繰 入 金 5,583

7 1

1 繰 越 金 1

8 3,110

1 延 滞 金 ， 加 算 金 及 び 過 料 2,004

2 受 託 事 業 収 入 1

3 雑 入 1,105

9 1

1 財 政 安 定 化 基 金 貸 付 金 1

1,668,814歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

諸 収 入

町 債

繰 入 金

繰 越 金

県 支 出 金

財 産 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

国 民 健 康 保 険 税
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歳   出 （単位：千円）

1 35,602

1 総 務 管 理 費 34,549

2 徴 税 費 920

3 運 営 協 議 会 費 133

2 1,149,138

1 療 養 諸 費 1,007,480

2 高 額 療 養 費 134,454

3 移 送 費 201

4 出 産 育 児 一 時 金 5,003

5 葬 祭 諸 費 1,500

6 傷 病 手 当 金 500

3 437,836

1 医 療 給 付 費 分 296,266

2 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 104,087

3 介 護 納 付 金 分 37,483

4 1

1 財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金 1

5 37,863

1 特 定 検 診 診 査 等 事 業 費 21,715

2 保 健 事 業 費 16,148

6 8

1 基 金 積 立 金 8

7 103

1 公 債 費 102

2 財 政 安 定 化 基 金 償 還 金 1

公 債 費

保 健 事 業 費

基 金 積 立 金

国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

保 険 給 付 費

款 項 金　　　　　額

総 務 費
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（単位：千円）

8 3,263

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 3,262

2 延 滞 金 1

9 5,000

1 予 備 費 5,000

1,668,814

予 備 費

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

款 項 金　　　　　額

諸 支 出 金
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議案第２０号 

 

   令和５年度矢吹町土地造成事業特別会計予算 

 

 令和５年度矢吹町土地造成事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３７３千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、２０，０００千円と 

定める。 

 

  令和５年３月１０日提出 

          矢 吹 町 長  蛭 田 泰 昭 
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歳   入 （単位：千円）

1 373

1 繰 越 金 373

373

歳   出 （単位：千円）

1 373

1 土 地 造 成 事 業 費 373

373

土 地 造 成 事 業 費

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

款 項 金　　　　　額

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

繰 越 金
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議案第２１号 

 

   令和５年度矢吹町介護保険特別会計予算 

 

 令和５年度矢吹町介護保険特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，６２０，７９２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１００，０００千円と 

定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 (1) 保険給付費の各項に計上した予算額に、過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の間の流用 

 

  令和５年３月１０日提出 

          矢 吹 町 長  蛭 田 泰 昭 
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歳   入 （単位：千円）

1 327,000

1 介 護 保 険 料 327,000

2 1

1 手 数 料 1

3 358,100

1 国 庫 負 担 金 262,221

2 国 庫 補 助 金 95,879

4 416,887

1 支 払 基 金 交 付 金 416,887

5 229,852

1 県 負 担 金 215,518

2 県 補 助 金 14,334

6 3

1 財 産 運 用 収 入 3

7 278,085

1 一 般 会 計 繰 入 金 252,684

2 基 金 繰 入 金 25,401

8 10,863

1 雑 入 10,862

2 延 滞 金 加 算 金 及 び 過 料 1

9 1

1 繰 越 金 1

1,620,792歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

諸 収 入

繰 越 金

財 産 収 入

繰 入 金

支 払 基 金 交 付 金

県 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

保 険 料
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歳   出 （単位：千円）

1 45,105

1 総 務 管 理 費 31,973

2 徴 収 費 1,306

3 介 護 認 定 審 査 会 費 11,648

4 趣 旨 普 及 費 89

5 運 営 協 議 会 費 89

2 1,469,983

1 介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費 1,319,889

2 介 護 予 防 サ ー ビ ス 等 諸 費 47,060

3 そ の 他 諸 費 1,200

4 高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費 37,120

5 高 額 医 療 合 算 介 護 サ ー ビ ス 等 費 4,560

6 特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 等 費 60,154

3 100,400

1 介 護 予 防 ・ 生 活 支 援 サ ー ビ ス 事 業 費 73,764

2 一 般 介 護 予 防 事 業 費 298

3 包 括 的 支 援 事 業 ・ 任 意 事 業 費 25,992

4 そ の 他 諸 費 216

5 高 額 総 合 事 業 サ ー ビ ス 費 130

4 3

1 基 金 積 立 金 3

5 301

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 301

6 5,000

1 予 備 費 5,000

1,620,792歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

諸 支 出 金

予 備 費

基 金 積 立 金

地 域 支 援 事 業 費

保 険 給 付 費

款 項 金　　　　　額

総 務 費
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議案第２２号 

 

   令和５年度矢吹町後期高齢者医療特別会計予算 

 

 令和５年度矢吹町後期高齢者医療特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１９８，２５５千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１００，０００千円と 

定める。 

 

  令和５年３月１０日提出 

          矢 吹 町 長  蛭 田 泰 昭 
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歳   入 （単位：千円）

1 142,264

1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 142,264

2 2

1 手 数 料 2

3 1

1 寄 附 金 1

4 55,432

1 一 般 会 計 繰 入 金 55,432

5 1

1 繰 越 金 1

6 555

1 延 滞 金 加 算 金 及 び 過 料 2

2 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 550

3 貸 付 金 収 入 1

4 受 託 事 業 収 入 1

5 雑 入 1

198,255歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料

寄 附 金

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料
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歳   出 （単位：千円）

1 8,508

1 総 務 管 理 費 8,100

2 徴 収 費 408

2 189,195

1 後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金 189,195

3 551

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 550

2 繰 出 金 1

4 1

1 予 備 費 1

198,255

予 備 費

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金

諸 支 出 金

款 項 金　　　　　額

総 務 費
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議案第２３号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和５年度矢吹町水道事業会計予算

（総則）

　第１条　令和５年度矢吹町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

　第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　　　　　（１）給水戸数　　　　　　　　　　　　６，８８２ 戸

　　　　　（２）年間総給水量　　　　　　１，６１０，１１１ ㎥

　　　　　（３）一日平均給水量　　　　　　　　　４，４１１ ㎥

　　　　　（４）主要な建設改良事業

　　　　　　　　１．配水管布設事業　　　　 　 　　　　　　　　　　７０，０００千円

（収益的収入及び支出）

　第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　収入

　　　　第１款　水道事業収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１３，９００千円

　　　　　第１項　営業収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０２，２１５千円

　　　　　第２項　営業外収益　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　１１，６８３千円

　　　　　第３項　特別利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２千円

　　　支出

　　　　第１款　水道事業費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２８，７２４千円

　　　　　第１項　営業費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９９，５９３千円

　　　　　第２項　営業外費用　　　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　２７，０８１千円

　　　　　第３項　特別損失　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，０５０千円

　　　　　第４項　予備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，０００千円

（資本的収入及び支出）

　第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額７９，４１１千円は、

　　　　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額７，２１８千円、過年度分損益勘定留保資金７２，１９３千円で補てんする

　　　　ものとする。）
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　　　収入

　　　　第１款　資本的収入　　　　　 　　　 　　　　　　　　　　　　　９１，３１６千円

　　　　　第１項　企業債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７７，０００千円

　　　　　第２項　出資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４，３１５千円

　　　　　第３項　負担金　　　 　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　１千円

　　　支出

　　　　第１款　資本的支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７０，７２７千円

　　　　　第１項　建設改良費　　　　　　 　　　　 　　　　　　　　　　７９，４００千円

　　　　　第２項　企業債償還金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９０，３２７千円

　　　　　第３項　予備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，０００千円

（企業債）

　第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　　率 償　　還　　の　　方　　法

配水管布設事業債
　　　　　　千円
　７７，０００

普通貸借
又は債券発行

5.0％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる資
金について、利率の見直し
を行った後においては、当
該見直し後の利率）

起債の日から30年以内（内据置5年以内）の期間において政府資
金についてはその融通条件により、銀行その他の場合にはその債
権者と協定するところによる。ただし、町財政の都合により据置
期間及び償還期間を短縮し、もしくは繰上償還又は低利に借り換
えをすることができる。

（一時借入金）

　第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

　　　　　場合は、議会の議決を経なければならない。

　　　（１）職員給与費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９，１２２千円

（他会計からの補助金）

　第８条　水道事業運営を補助するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３，５７６千円である。

（たな卸資産の購入限度額）

　第９条　たな卸資産の購入限度額は、５，０００千円と定める。

　　令和５年３月１０日提出

　　　　　　　　　        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　矢吹町長　蛭田 泰昭
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収        入

      款       項        目 予定額

 1 水道事業収益 413,900

 1 営業収益 402,215

 1 給水収益 382,800

 2 受託工事収益 6,000

 3 その他営業収益 13,415

 2 営業外収益 11,683

 1 受取利息 10

 2 雑収益 43

 3 他会計負担金 1,828

 4 他会計補助金 3,576

 5 長期前受金戻入 6,226

 3 特別利益 2

 1 固定資産売却益 1

 2 過年度損益修正
益

1

令和5年度矢吹町水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）

備    考
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支        出

      款       項        目 予定額

1 水道事業費用 428,724

 1 営業費用 399,593

 1 原水及び浄水費 173,057

 2 配水及び給水費 23,583

 3 受託工事費 6,000

 4 総係費 56,878

 5 減価償却費 138,044

 6 資産減耗費 2,001

 7 その他営業費用 30

 2 営業外費用 27,081

 1 支払利息及び企
業債取扱費

12,081

 2 消費税 15,000

 3 特別損失 1,050

 1 固定資産売却損 50

 2 過年度損益修正
損

1,000

 4 予備費 1,000

 1 予備費 1,000

（単位：千円）

備    考
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収        入

      款       項        目 予定額

 1 資本的収入 91,316

 1 企業債 77,000

 1 企業債 77,000

 2 出資金 14,315

 1 負担区分に基づ
かない出資金

14,315

 3 負担金 1

 1 他会計負担金 1

支        出

      款       項        目 予定額

 1 資本的支出 170,727

 1 建設改良費 79,400

 1 配水設備費 77,000

 2 営業設備費 2,400

 2 企業債償還金 90,327

 1 企業債償還金 90,327

 3 予備費 1,000

 1 予備費 1,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）

備    考

（単位：千円）

備    考
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議案第２４号

令和５年度矢吹町下水道事業会計予算

（総則）

　第１条　令和５年度矢吹町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

　第２条　公共下水道事業の業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）処理戸数　　　　　　　　　　　  　４，３８８戸

（２）年間総処理水量　　　　　　１，１６７，６０６㎥

（３）一日平均処理水量　　　　　　　　　３，１９９㎥

（４）主要な建設改良事業

１）管路建設改良費 １２８，５００千円

２）流域下水道建設負担金 ２，３００千円

　２　農業集落排水事業の業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）処理戸数　　　　　　　　　　　　      ６１６戸

（２）年間総処理水量　　　　　　    ２０４，８２０㎥

（３）一日平均処理水量　　　　　　　　　    ５６１㎥

（４）主要な建設改良事業

１）処理場建設改良費 ３，０００千円
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（収益的収入及び支出）

　第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収入

第１款　公共下水道事業収益 　４８０，８２１千円

第１項　営業収益 　１３２，９７８千円

第２項　営業外収益　 ３３３，３４１千円

第３項　特別利益 　　１４，５０２千円

第２款　農業集落排水事業収益  ２０３，１５６千円

第１項　営業収益 ２９，４６９千円

第２項　営業外収益　 １７３，６８７千円

支出

第１款　公共下水道事業費用 　４５９，１８１千円

第１項　営業費用 　４２４，０９８千円

第２項　営業外費用 ３４，０７３千円

第３項　特別損失 １０千円

第４項　予備費 １，０００千円

第２款　農業集落排水事業費用 　１７６，１４９千円

第１項　営業費用 　１６４，０１３千円

第２項　営業外費用 １１，８３１千円

第３項　特別損失 ５千円

第４項　予備費   ３００千円

- 30 -

- 30 -



（資本的収入及び支出）

　第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２００，４２５千円は、

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１８，２２１千円、当年度分損益勘定留保資金１８２，２０４千円で補填する

ものとする。）

収入

第１款　公共下水道事業資本的収入 ２４４，３４４千円

第１項　企業債 　１４７，３００千円

第２項　他会計負担金 ４８，９４２千円

第３項　他会計補助金 １４，７７３千円

第４項　補助金 ３１，７１５千円

第５項　負担金 １，６１４千円

第２款　農業集落排水事業資本的収入 ７４，２０４千円

第１項　企業債 　　５１，８００千円

第２項　他会計負担金 ２０，３６４千円

第３項　他会計補助金 ２００千円

第４項　補助金 １，５００千円

第５項　負担金  ３４０千円

支出

第１款　公共下水道事業資本的支出 　３７０，８６９千円

第１項　建設改良費 １３０，８００千円

第２項　企業債償還金 　２４０，０６９千円

第２款　農業集落排水事業資本的支出 　　１４８，１０４千円

第１項　建設改良費 ３，０００千円

第２項　企業債償還金 　１４５，１０４千円
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（債務負担行為）

　第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事　　　項

水 洗 便 所 改 造 資 金
利 子 補 給 事 業

水 洗 便 所 改 造 資 金
損 失 保 証

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　　率 償　　還　　の　　方　　法

公 共 下 水 道 事 業 債
　　　　　　千円
　　８７，２００

普通貸借
又は債券発行

5.0％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる資
金について、利率の見直し
を行った後においては、当
該見直し後の利率）

起債の日から30年以内（内据置5年以内）の期間において政府
資金についてはその融通条件により、銀行その他の場合にはそ
の債権者と協定するところによる。ただし、町財政の都合によ
り据置期間及び償還期間を短縮し、もしくは繰上償還又は低利
に借り換えをすることができる。

下 水 道 事 業 資 本 費
平 準 化 債
（ 公 共 下 水 道 ）

　　　　　　千円
　  ４７，４００

普通貸借
又は債券発行

5.0％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる資
金について、利率の見直し
を行った後においては、当
該見直し後の利率）

起債の日から30年以内（内据置5年以内）の期間において政府
資金についてはその融通条件により、銀行その他の場合にはそ
の債権者と協定するところによる。ただし、町財政の都合によ
り据置期間及び償還期間を短縮し、もしくは繰上償還又は低利
に借り換えをすることができる。

下水道事業債特別措置分
（ 公 共 下 水 道 ）

　　　　　　千円
　  １０，４００

普通貸借
又は債券発行

5.0％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる資
金について、利率の見直し
を行った後においては、当
該見直し後の利率）

起債の日から30年以内（内据置5年以内）の期間において政府
資金についてはその融通条件により、銀行その他の場合にはそ
の債権者と協定するところによる。ただし、町財政の都合によ
り据置期間及び償還期間を短縮し、もしくは繰上償還又は低利
に借り換えをすることができる。

期　　　間

自　令和5年度
至　令和10年度

限　　　度　　　額

10,000千円に対する年利　4.5％以内の元金償還金に係る元金、利子及び遅延利息
に対する損失保証

自　令和5年度
至　令和10年度

10,000千円に対する年利　4.5％以内の元金償還金に係る利子の総額
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流 域 下 水 道 事 業 債
千円

２，３００
普通貸借
又は債券発行

5.0％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる資
金について、利率の見直し
を行った後においては、当
該見直し後の利率）

起債の日から30年以内（内据置5年以内）の期間において政府
資金についてはその融通条件により、銀行その他の場合にはそ
の債権者と協定するところによる。ただし、町財政の都合によ
り据置期間及び償還期間を短縮し、もしくは繰上償還又は低利
に借り換えをすることができる。

農業集落排水施設設備
事 業 債

千円
１，３００

普通貸借
又は債券発行

5.0％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる資
金について、利率の見直し
を行った後においては、当
該見直し後の利率）

起債の日から30年以内（内据置5年以内）の期間において政府
資金についてはその融通条件により、銀行その他の場合にはそ
の債権者と協定するところによる。ただし、町財政の都合によ
り据置期間及び償還期間を短縮し、もしくは繰上償還又は低利
に借り換えをすることができる。

下 水 道 事 業 資 本 費
平 準 化 債
（ 集 落 排 水 施 設 ）

千円
 ５０，５００

普通貸借
又は債券発行

5.0％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる資
金について、利率の見直し
を行った後においては、当
該見直し後の利率）

起債の日から30年以内（内据置5年以内）の期間において政府
資金についてはその融通条件により、銀行その他の場合にはそ
の債権者と協定するところによる。ただし、町財政の都合によ
り据置期間及び償還期間を短縮し、もしくは繰上償還又は低利
に借り換えをすることができる。
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（一時借入金）

　第７条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）各款の営業費用と営業外費用の間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費 　　４９，４５９千円

（他会計からの補助金）

　第１０条　下水道事業運営を補助するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３１９，１３１千円である。

（たな卸資産の購入限度額）

　第１１条　たな卸資産の購入限度額は、５，０００千円と定める。

　　令和５年３月１０日提出

矢吹町長　蛭田 泰昭
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予定額

1 公 共 下 水 道
事 業 収 益

480,821

 1 営業収益 132,978

 1 公共下水道
使用料

132,917

 2 その他営業収益 61

 2 営業外収益 333,341

 1 受取利息及び配
当金

1

 2 他会計補助金 190,185

 3 補助金 42,000

 4 長期前受金戻入 101,154

 5 雑収益 1

 3 特別利益 14,502

1 過年度
損益修正益

14,502

 2 農 業 集 落 排 水
事 業 収 益

203,156

 1 営業収益 29,469

 1 農業集落排水
施設使用料

29,469

 2 営業外収益 173,687

 1 他会計補助金 113,973

 2 長期前受金戻入 59,713

 3 雑収益 1

令和5年度矢吹町下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入 （単位：千円）

款 項 目 備    考
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予定額

1 公 共 下 水 道
事 業 費 用

459,181

 1 営業費用 424,098

 1 管渠費 92,657

 2 業務費 6,331

 3 総係費 50,827

 4 流域下水道
維持管理負担金

68,244

 5 減価償却費 206,039

 2 営業外費用 34,073

 1 支払利息及び
企業債取扱諸費

28,673

 2 消費税及び
地方消費税

5,400

 3 特別損失 10

 1 過年度
損益修正損

10

 4 予備費 1,000

 1 予備費 1,000

 2 農 業 集 落 排 水
事 業 費 用

176,149

 1 営業費用 164,013

 1 管渠費 21,317

 2 処理場費 25,578

 3 業務費 1,833

 4 総係費 8,679

 5 減価償却費 106,606

 2 営業外費用 11,831

 1 支払利息及び
企業債取扱諸費

11,831

 3 特別損失 5

 1 過年度
損益修正損

5

 4 予備費 300

 1 予備費 300

支 出 （単位：千円）

款 項 目 備    考

- 36 -
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予定額

1 公 共 下 水 道
事業資本的収入

244,344

 1 企業債 147,300

 1 建設改良債 97,600

 2 流域下水道債 2,300

 3 資本費平準化債 47,400

 2 他会計負担金 48,942

 1 他会計負担金 48,942

 3 他会計補助金 14,773

 1 他会計補助金 14,773

 4 補助金 31,715

 1 国庫補助金 31,000

 2 県補助金 715

 5 負担金 1,614

 1 受益者負担金 1,614

2 農 業 集 落 排 水
事業資本的収入

74,204

 1 企業債 51,800

 1 建設改良債 1,300

 2 資本費平準化債 50,500

 2 他会計負担金 20,364

 1 他会計負担金 20,364

 3 他会計補助金 200

 1 他会計補助金 200

 4 補助金 1,500

 1 国庫補助金 1,500

 5 負担金 340

 1 受益者分担金 340

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入 （単位：千円）

款 項 目 備    考

- 37 -
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予定額

1 公共下水道事業
資 本 的 支 出

370,869

 1 建設改良費 130,800

 1 管渠建設改良費 128,500

 2 流域下水道
建設負担金

2,300

 2 企業債償還金 240,069

 1 建設改良債
償還金

227,499

 2 流域下水道債
償還金

12,570

2 農 業 集 落 排 水
事業資本的支出

148,104

 1 建設改良費 3,000

 1 処理場建設改良
費

3,000

 2 企業債償還金 145,104

 1 建設改良債
償還金

145,104

支 出 （単位：千円）

款 項 目 備    考

- 38 -
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